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イブヌ・ハディ氏
在大阪インドネシア共和国総領事館総領事

リレーインタビュー 「私のsweet水都」

2008年、正式外交50周年記念事業を開催
　1958年、日本とインドネシア両国は「日本とインドネシア
共和国との間の平和条約」および「両国間の賠償協定」に署名
し、正式な外交関係が始まりました。2005年には「新たな挑戦
へのパートナー」という両国の共同声明が発表され、以後、
「平和で繁栄する未来へ向けての戦略的パートナーシップ」
のもと両国関係をさらに高度な次元へ発展させることを表
明し、経済面のみならず、文化・人物交流の面で幅広い友好・
協力関係を構築してきました。
　その50周年の節目に当たる2008年は、幅広い分野での長年
の友好関係をさらに強化する絶好の機会として、次の半世紀
に向け、両国国民の交流と世代を超えた相互理解を拡大し、
深化させることを目的に両国でさまざまな記念事業を行い
ました。大阪では中之島の中央公会堂で盛大な交流行事が行
われました。

日本のアニメ・マンガは若者に人気
　そうした友好関係への努力の結果、インドネシア本国にお
いて、日本の文化は広く知られるようになりました。日本の
アニメや漫画は若い人たちにとても人気があります。日本食
レストランも増え、高級店からリーズナブルなお店まで、い
ろいろな日本食を楽しめます。大阪に観光で訪れるインドネ
シア人も増え、USJや大阪城が人気の観光スポットになって
います。
　私は1996年に経済担当領事として４年間、大阪に在任しま
した。今回、２度目の在任ですが、大阪は大好きですね。町全
体に活気があって、ビジネスの動きが活発です。そして、大阪
の人たちが素晴らしい。明るくて、フレンドリーで、ウオー
ム・ハート･･･さまざまな所で出会う大阪の人たちの印象で
す。食べものも美味しいですね。天ぷらも好きですし、鉄板焼
きの神戸肉の味わいは最高です（笑）。

観光・経済・教育の交流を深めたい
　そうした経験から、私は大阪とインドネシアの関係をもっ
と深めたいと考えています。第一に観光ですが、インドネシ
アは、ダイビングやエコツーリズム、文化、芸術など、都市や
地方それぞれに特徴ある伝統や文化、観光が楽しめます。ガ
ムラン音楽や影絵芝居、バティック、ふたつの世界遺産をも
つジョグジャカルタや、オランウータンが生息するカリマン
タン島など、バリ島だけでなく、インドネシア各地に来てい
ただきたいですね。
　次に経済的な交流です。インドネシアに進出する関西の企
業も増えてきましたが、両国をビジネスで交流する人がもっ
と増えてほしいと願っています。
　３番目は教育面です。日本の文部科学省は、2020年を目
標に留学生を30万人まで増やそうと計画し、大学の国際化
を図るグローバル30（G30）という日本への留学奨励プロジェ
クトを開始しました。日本の13大学で英語授業で勉強できる
取り組みが始まりました。また、インドネシアのダンスを学ぶため
に日本からも留学生が来ています。私はこうした３つの側面か
ら今後ますます両国の交流が深まることを願っています。
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　中国、インド、米国に次いで世界第４位の人口をもつインドネシア共和国。１万数千
もの島々からなり、なかでもバリ島は「最後の楽園」として世界中から観光客が訪れる。
関空からも毎日直行便があり、関西在住者にとっては身近な海外リゾート地となって
いる。昨年１月に赴任されたイブヌ・ハディ総領事を訪ね、インドネシアと日本の文化
交流などについてお話しいただいた。

　今は、インターネットによってさまざまな情報を得ることができます。しかし、インターネットの
データベースから得られる情報は、すでに公開された情報、すなわちデータに過ぎず、決
してインフォメーションソース（情報源）とは呼ばれません。国や地域が活性化するために
は、真の意味での情報源にならなければなりません。そのためには、真似やまがい物で
はない個性あるユニークな学術、技術、芸術、ファッション、娯楽等々の文化を創出すると
ともに、伝統芸能や歴史遺産などを大切に維持・継承していくことが必要です。そうする
ことで直接触れたり見たりしないと得られない、真の情報源になるわけです。文化はお
金で買えるものではありませんが、お金をかけずに文化を創出したり、継承・維持していく
こともできません。国や地域が末永く繁栄し、世界から敬愛されるような名誉ある国や地
域となるためには、文化立国、文化立都を目指さなければならないと思っています。

関西・大阪文化力会議
2011

特別リポート

2011.1.18　大阪国際会議場 

主催：財団法人大阪 21 世紀協会
共催：大阪国際フォーラム
協賛：株式会社大阪国際会議場
後援：社団法人関西経済連合会
　　　大阪商工会議所
　　　社団法人関西経済同友会

文化力で真の情報源たる国へ！ 大阪21世紀協会会長 熊谷信昭

　近年、西欧諸国では都市再生と文化立都が競われ、また
力強い成長を見せる東アジア諸国では、韓国のように国家
戦略として文化を推進し、成果をあげている。一方、日本の
国家予算に占める文化の比率はわずか0.13％で、フランス
（0.86％）や韓国（0.93％）に比べ極めて低い。関西の自治体
においても文化予算が切り詰められ、地域の個性が失われ
つつある。こうした状況で、日本はいかにして文化力を高
めていけばよいのか。中国の著しい成長や韓国の力強い文
化戦略を参考にしつつ、その方策を探った。

成長する東アジアと日本の文 化 戦略
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